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3.2.2 初期高層建物の構造特性評価 

 

(1) 業務の内容 

(a) 業務の目的 

長周期地震動を受ける高層建物群の被害状況は依然として明らかでなく、損傷過程、終

局状態を適切に表現する実験資料を積み重ね、想定される被害を総合的に評価する必要が

ある。 

既存高層建物の安全性確保、高機能性確保の観点から、長周期地震動を受ける高層建物

の地震時応答評価や効率的な応答低減技術に関わる検討・検証を行うため、E-ディフェン

スを活用した実験を実施する等、架構の損傷評価、応答低減技術による損傷軽減効果の定

量的評価および機能保持・避難性等に関わる研究開発を進め、安心・安全な高層建物の広

い普及のための基礎データを得る。 

 

(b) 平成 20 年度業務目的 

長周期地震動を受ける高層建物の躯体には、多数回の繰り返し変形とともに塑性変形が

累積する 1), 2)。昨年度実施された E-ディフェンスによる実験では、1980 年以前に建てら

れた初期の高層建物の柱梁接合部詳細を再現した鋼構造骨組に、長周期地震動を受ける高

層建物の応答を与えた結果、現場溶接形式の柱梁接合部が、複数個所、長周期地震動を受

けて破断した。 

初期高層建物の下層骨組の保有性能（強度、剛性、強度劣化）向上をめざし、前年度実

施された E-ディフェンス実験に組み込まれた梁端の損傷過程を検証・整理する。その内容

を踏まえて、効果的な補強を架構内に組み込むために、現場溶接形式の柱梁接合部に対す

る合理的な補強方法を検証する。 

 

(c) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

独立行政法人防災科学技術研究所 
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センター長 

 

長江 拓也 

福山 國夫 

中島 正愛 

 

 

(2) 平成２０年度の成果 

(a) 業務の要約 

昨年度の実験に見られた特徴的な梁端破壊形式を考察した結果、スカラップ底周りの応

力集中、ウェブのモーメント負担率における問題が、破断時の変形性能に対する要因であ

ることを確認した。 

この問題、特に最大回転角、累積塑性変形の関係を改善するために、スカラップ底周り

の応力集中、ウェブのモーメント負担を緩和する補強方法を、現場での耐震改修を視野に

入れた施工性も考慮して検討した。 
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(b) 業務の成果 

1) 19 年度実験と破壊性状 

図 1(1)に 19 年度に実施された実験の試験体を示す。1980 年以前に建てられた初期の超

高層建物の柱梁接合部詳細を再現した鋼構造骨組に、長周期地震動を受ける超高層建物の

桁行方向  
梁間方向  

 

 

 

 

(1) 19年度試験体の全景 

(2) 梁間方向の骨組と接合詳細 
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(3) 梁端の測定状況とモーメント－回転角関係（三の丸波） 
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応答を与えた。 

桁行方向 2 スパン、梁間方向 1 スパンの 4 層骨組の各層には厚さ 120mm のコンクリート

床スラブが取り付けられている。桁行方向に工場溶接接合形式の柱梁接合部を、梁間方向

 2

-2
Rotation 

(rad)

0.02-0.02

2

-2
Rotation 

(rad)

0.02-0.02

2

-2
Rotation 

(rad)

0.02-0.02

2

-2
Rotation 

(rad)

0.02-0.02

    

3-A 3-B 1-B 1-A

図 2 骨組内における梁端部の破壊状況 

破断：下フランジが完全に離れた状態  
変形：目視によるフランジとウェブの局部変形  
亀裂：スカラップ周辺に生じる部分的な破断，完全破断に至らない  
注）目視により無損傷を確認した場所は無標示となっている  
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(1)三の丸波 1 方向加振（San1）終了後の現場溶接梁端損傷状況 
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に現場溶接接合形式の柱梁接合部を組み込んだ。桁行方向は、内ダイヤフラムが組み込ま

れた通し柱に、工場内で柱梁接合部のブラケットを溶接した。直行する梁間方向は、梁を

柱面でウェブ高力ボルト、フランジ現場溶接により接合した。梁間方向の接合状況を図

1(2)）に示す。 

全ての柱梁溶接接合部に対して UT 検査を施したが、現在の規定において不合格になる

ような欠陥は確認されなかった。0℃におけるシャルピー衝撃値は、現場溶接で 88J、工場

溶接で 105J となり、現在の資料で奨励される 70J 以上を有していた。 
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図 3 下フランジスカラップ底の歪 

図 4  梁端累積塑性変形倍率 
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実験では、骨組の現場溶接塑性化を予定する 2 方向加振は、El Centro 波レベル 2 → 東

扇島波 100% → 三の丸波 100%の順序で行われた。結果、三の丸波の入力によって、現場溶

接された梁端部に破断が確認された。一方、工場溶接された梁端部には破断が確認されな

かったため、その後、桁行方向に対して、三の丸波の一方向加振を 2 回くりかえし、梁端

部の破断を確認した。 

ここでは、保有性能が相対的に小さかった現場溶接接合部に焦点を当てて、損傷状況を

詳しく見る。それを踏まえて、補強を具体的に設計する。梁には、歪ゲージと変位計を配

しており、すべての梁端部のモーメントと回転角が記録された。測定状況とモーメントと

回転角の例を図 1(3)に示す。これらを整理して、累積塑性変形倍率を算出する。 

現場溶接による梁端の三の丸波加振（San1）終了後の梁端損傷状況を図 2(1)に示す。2

層から 4 層まで全ての層で、梁端の下フランジに破断が生じた。亀裂が生じたものも合わ

せると現場溶接の約半数に重度の損傷が生じたといえる。以降では、本実験で確認された

梁端損傷のうち、下フランジが完全に離れた状態を破断と呼び、スカラップ周辺に生じた

部分的な破断を、亀裂と呼ぶ。 

梁端において測定された曲げモーメントと梁端回転角の関係を図 2(2)に示す。破断した

ものは、下フランジ破断による強度低下と、それに伴う回転角の増大が生じている。強度

低下ののち、回転角 0.01 rad 程度からボルトがシヤープレートに接触する支圧状態により

耐力が保持されている。負曲げの場合、破断した下フランジ断面が再度接触し圧縮力を負

担することで耐力を回復するスリップ型の履歴が見られる。亀裂が生じた接合部（4 層目

1B）は最大材端に達したのちの繰り返し履歴による塑性変形の累積において亀裂が生じ、

強度が低下している。 

下フランジのスカラップ底における歪を図 3 に示す。累積塑性変形倍率を図 4 に示す。

ここでは、同断面の梁を用いた、床スラブなしの静的実験の結果（Yamada、 Kitamura）3)

なお、実験後のフランジ破面調査を行った結果、疲労亀裂が進展した後、延性破壊によ

り急速に破断に至ったことが推定された。また、現場溶接では溶接欠陥などにより工場溶

接と比較して破壊靱性値が劣っており、急速破壊に移行しやすい状況であったと考えられ

る。 

を合わせて示す。実験では、コンクリート床スラブが梁端下フランジの塑性ひずみを増大

させる現象が確認される。破断した三箇所の累積塑性変形倍率は、スラブのない実験の結

果の 30%程度となっている。 

 

2) 柱梁接合部の補強 

19 年度の実験結果から、スラブによる下フランジの歪増大が、累積塑性変形倍率を低下

させており、特にスカラップ底の歪集中が、破断に直接起因していることが確認された。

これを踏まえて、梁端下フランジの歪集中を緩和することを意図して補強部を設計する。

ここでは、3 つの補強方法を考え、それぞれ、施工性と保有性能のバランスを整理して、

21 年度の実験で確認することとする。設計した補強接合部を図 5 に示す。配置を図 6 に示

す。各補強の考え方は以下に示す通りである。 
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ⅰ) 無補強試験体 

接合部は内ダイヤフラム形式・現場溶接型で、1980 年以前の鋼構造物に使用されていた

接合部詳細を再現した。上側のスカラップはスカラップ底にアールをとらない半径が 35mm

の 4 分の 1 円である。下側は内開先でスカラップは耳型である。ウェブは初期の現場溶接

型の高力ボルト接合部設計に従っている。 

 
ⅱ) ウェブ溶接補強試験体 

シヤープレートとウェブを隅肉溶接し、柱に伝達するウェブの応力を上昇させる。シヤ

ープレートの最大曲げ強度を計算し、これを上まわるように溶接の長さを与えた。シヤー

プレートの強度を反映して計算した接合部強度比は 1 を超える。 
 

ⅲ) 水平ハンチ試験体 

水平ハンチは下フランジを拡幅して、下フランジの接合部付近の応力低減を図るもので

ある。ハンチは、内ダイヤフラムを有する柱面と梁の下フランジに突き合せ溶接によって

接合される。ハンチの厚は梁フランジと等しい 16 mm とした。ハンチの幅は、柱際で、

柱幅まで拡幅するという方針のもと決めているが、既存の下フランジ溶接と直接接合しな

いことを意図して設けた半径 25 mm のスカラップを設けた。水平ハンチの長さを決める

にあたって、ハンチと柱の接合部の強度を、梁の下フランジとハンチの平行に接合される

箇所のせん断応力によって、伝達するという仮定している。すなわち、ハンチの柱面での

引張強度をせん断応力に置き換えて、これがハンチと梁の下フランジの接合部のせん断強

度を下回るように、接合部の長さを検討し、200 mm とした。 
施工上は、開先をとった水平ハンチを梁の下フランジと柱面に裏当て金で固定して、下

向き溶接することになる。 
 

ⅳ) 鉛直ハンチ試験体 

鉛直ハンチは、ハンチの下フランジに引張力を負担させることで、梁の下フランジの応

力を低減するものである。柱面とハンチの下フランジ・ウェブ、および梁下フランジとハ

ンチのウェブは、突き合せ溶接によって接合される。ハンチの下フランジの厚は、梁フラ

ンジと等しい 16 mm とした。ハンチの下フランジの幅は、柱の幅と同一とするが、対応

する高さには、柱の内ダイヤフラムが無いため、端から柱の板厚の 3.5 倍の幅（両端で 7
倍）を有効断面とした。有効断面から求めたハンチの引張強度は、梁の下フランジとハン

チのウェブの接合部分におけるせん断応力および曲げ応力によって、梁の下フランジに伝

達するという仮定から、ハンチの長さを 450 mm とし、無補強の場合に塑性領域になる柱

面から梁せいの 1/2 の距離がハンチにより補強された。ハンチのせいは、溶接時の施工性

を考慮して 200 mm とした。 
鉛直ハンチの重さは、3 kg で現場において、人間が手で持ち上げられる程度に収まって

いる。施工上は、梁の下フランジに仮溶接したシヤープレートに、鉛直ハンチのウェブを

ボルトで固定し、これを裏当て金に兼用して、梁の下フランジとハンチのウェブを溶接す

ることになる。また、ハンチの下フランジと柱面の場合は、裏当て金を下から当て、開先
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をとった下フランジと柱面を下向き溶接することになる。 
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(c) 結論ならびに今後の課題 

初期超高層建物の構造特性を考察した結果、下フランジの歪が床スラブの影響により増

大し、さらに、スカラップ底に集中して、ここの亀裂が進展して、下フランジを完全に貫

く破断に至る現象が認められた。これらを考慮して来年度（平成 21 年度）に計画される

E-ディフェンス実験のための試験体について、骨組内の柱梁接合部、特に梁の端部の補強

設計を行った。その試験体作製の過程では、施工性を記録する。実験の結果は、補強効果

を定量的に評価する。それらを技術資料としてまとめる。 
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図 6 補強の配置 
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(e) 学会等発表実績 

学会等における口頭・ポスター発表 
 なし 
 
学会誌・雑誌等における論文掲載 
 なし 
 
マスコミ等における報道・掲載 

なし 
 
(f) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

1)特許出願 

なし 

 
2)ソフトウエア開発 

 なし 
 

3) 仕様・標準等の策定 

 なし 
 
(3) 平成２１年度業務計画案 

来年度（平成 21 年度）に計画される E-ディフェンス実験で、補強された柱梁接合部が

組み込まれ、その耐震性を検証する。 
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